
容器や包装を利用する中身製造事業者、商品

を販売する際に容器や包装を利用する小売・

卸売事業者、容器の製造事業者、容器包装に

入った商品の輸入販売事業者、容器を輸入す

る事業者̶これらを「特定事業者」と呼び、容

器包装（ガラスびん、PETボトル、紙製容器包

装、プラスチック製容器包装）の再商品化（リサ

イクル）を義務づけています。

しかし、特定事業者が個別に市町村から引き

取りリサイクルを行うことは現実的には困難で

す。そこで、指定法人である日本容器包装リサ

イクル協会に「再商品化」を委託し、「委託料」

を支払うことによって義務を果たす、という方

法が用意されています。

　容器包装リサイクル法（容リ法）は、容器包装廃棄物の分別収集と再商品化

（リサイクル）により、一般廃棄物の減量化と再生資源の十分な利用をはか

ることを基本理念として、平成7年に制定されました。この理念のもとに、公益

財団法人日本容器包装リサイクル協会は、特定事業者からの委託料を再商

品化事業に有効に投入し、実施していくことを使命としています。

　同時に、国、地方自治体、消費者、特定事業者、再商品化事業者、再商品化

製品利用事業者がそれぞれの果たすべき役割を認識したうえで協力し合い、

最適なリサイクルの環(わ)をつくりあげていくにあたってのコーディネー

ターとしての役割を担っています。

　容リ法施行後、容器包装のリサイクルは着実にその成果をあげてきました

が、平成16年度から見直しの議論が行われ、①循環型社会形成推進基本法

における3R推進の基本原則に則った循環型社会構築の推進、②社会全体

のコストの効率化、③国・自治体・事業者・国民等すべての関係者の協働、を

趣旨とする改正容リ法が平成18年6月に公布されました。

　容リ法に基づく指定法人である当協会は、今後とも国・自治体、消費者、事

業者の皆様と力をあわせ、法に基づく再商品化事業を効率的に推進すると

ともに、各主体の連携を積極的に支援していきます。
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4月1日 公益財団法人として新たにスタート
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